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資料 1

地域医療連携体制の構築
に関する取組について

平成22年 8月 31日

山口県健康福祉部健康増進課

課長 岡 紳爾

○ 医療提供体制の確保
○ 都道府県による「医療提供体制確保のための計画 (医療計画 )」の策定
⇒ 医療提供施設間の機能の分担及び業務の連携を図るための体制 (医療連携体制)の構築
・4疾病 ①がん ②脳卒中 ③急性心筋梗塞 ④糖尿病
・5事業 ①救急医療 ②災害医療 ③へき地医療 ④周産期医療 ⑤小児医療(小児救急)

○ 国による基本方針の策定   ⇒ 基本方針

基 本 方 針 【大臣告示】

医療提供体制の確保に関する基本的な考え方
⇒ 4疾病・5事業に関する医療連携体制の考え方

医療計画作成指針 【局長通知】

○ 医療計画作成に係る留意事項、内容、手順等
⇒ 保健所の役割について記載

4疾病・5事業の指針 【課長通知】

○ 求められる医療機能、連携体制構築の手順 等
⇒ 保健所の役割について記載



◆

◆

医療計画作成指針 :医療計画について (19年フ月20日 医政局長通知)
・ 第4医療計画作成の手順等
2疾病又は事業ごとの医療連携体制構築の手順

圏域連携会議は、各医療機能を担う関係者が、相互の信頼を醸成し、円滑な連携が推進される

よう実施するものである。その際保健所は、地域医師会等と連携して当会議を主催し、医療機関

相互または医療機関と介護サービス事業所との調整を行うなど積極的な役割を果たすものとする。

4疾病・ 5事業の指針 :疾病又は事業 ごとの医療体制について (19年フ月20日 同指導課長通知)
,医療計画作成指針 (上記と同じ内容 )
・ 第3連携の検討及び計画への記載
(2)保健所は、「地域保健法第4条第1項の規定に基づく地域保健対策の推進に関する基本的な

指針」の規定に基づき、また、ロロ・・口・・「医療計画の作成及び推進における保健所の役割につ

いて」を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、……(中略 )・ …積極的な役割を果たすこと。

◆ 医療計画の作成及び推進における保健所の役割について (19年フ月20日健康局総務課長通知)
1 -般的事項
「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」口…(中略)・ ∵では、保健所の業務として、……

医療機関との連携を図ること、医療計画策定に関与すること等が記載されている。

保健所は医療計画の作成及び推進において、……・・引き続き積極的に関与されたい。

イ

ー 医療計画策定と医療連携体制構築
について

一いずれも保健所の本質的な業務一



医療計画に、4疾病 (がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病)及び5事業(救急医療、災害時医療、へき
地医療、周産期医療、小児医療)の医療体制それぞれについて、必要な医療機能、具体的な内容、該当
する医療機関・施設の具体的名称を記載し公表する。
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地域の救急医療の機能 司 回復期 リハビリの機能
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再発予防の治療、基礎疾患・危
険因子の管理、抑うつ状態への

対応が可能なこと
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<病院名>
・〇〇病院
・△△病院

<病院名>
・▲▲リハビリ病院
。◇◇病院 (回復期リハ病棟)

<病院・施設名≧
・介護老人保健施設◇◇
・□○診療所

【初期診療 (予防) 【救護】 【急性期】 【回復期】 【維持期】

機

　

能

D初期診療 発症予防
D機能

D病 院前救誰の薇
籠

●教急医療の機能 (重症度に応 した救急医療を行 う機能 )

るリハビリテーシヨ〕
を実施する機能

●日常生活への復帰及
び維持のためのリハピ

リテーションを実施す

●生活の場で療養できるよう支援

する機能

【高度専門医療】 【専門医療】

目

　

標

D管理等初期診療を実
施

D脳卒中の発症 を予防

る患者が,発症後2

時間以内に専門的
な診療が可能な医
療機関に到着でき
ること

時間以内)に専門的な治療を開始
●廃用症候群や合併症の予防、早期に
セルフケアについて自立できるための
リハ ビリテーシヨンを実施
●重症脳卒中の治療を実施

以内)に専門的な治療を開始
●廃用症候群や合併症の予防、早
期にセルフケアについて自立でき
るためのリハビリテーションを実
施
●高度専門病院と連携し脳卒中の

治療を実施

のための集中的なり′

ビリテー シ ョンを実‖

●再発予防の治療や理

礎疾患・危険因子の燈

理を実施

上のためのリハビリ
テーションを実施 し、
在宅等への復帰及び継
続を支援

できるよう、介護・福祉サービス

等と連携 して医療を実施
●最期まで在宅等での療養を望む
患者に対する看取りを実施

求
め
ら
れ

る
事

項

係する診療ガイ ドライ
ンに則した診療を実施
●高血圧症、糖尿病、
脂質異常症、心房細動
等の基礎疾患及び危険
因子の管理が可能
●予兆・警告症状出現
時における対応につい

て、本人及び家族等患
者の周囲にいる者に対
する教育・啓発を実施
●予兆・警告症状出現
時に急性期医療を担う
医療機関への受診につ
いて指示

【本人及び家族等
周囲にいる者】
●発症後、速やか
に救急搬送の要請
を実施
【救急救命士を含
む救急隊員】
●地域メディカル
コン トロール協議
会の定めたプロ ト
コール (活動基

準)に沿つて、脳
卒中患者に対する
適切な観察・判
断 処置を実施
0急性期医療を担
う医療機関へ発症
晨2時間以内に搬送

次の事項を含め、関係する診僚ガイ
ドラインに貝1し た診療を実施
●血液検査や画像検査 (X線検査、C
T検査、MRI検 査)等の必要な検査
が 24時間実施可能
●脳卒中が疑われる患者に対して専門
的診療が 24時間実施可能 (画像伝送
等の遠隔診断に基づく治療を含む)
●適応のある脳標塞症例に対し、来院
後1時間以内 (も しくは発症後 3時間
以内)に t― PAの静脈内投与による
血栓溶解療法が実施可能
●外科的治療が必要と判断した場合は
来院後2時 間以内の治療開始が可能
●呼吸管理、循環管理、栄養管理等の
全身管理及び合併症に対する診療が可
能
●リスク管理のもとに早期座位・立
位、関節可動域訓練、摂食・嘩下訓
練、装具を用いた早期歩行訓練、セル
フケア訓練等のリハビリテーションが
実施可能
●回復期 (あ るいは維持期、在宅医
療)の医療機関等と診療情報や治療計
画を共有するなどして連携

人の畢嗅を言め、F.q係 する移療
ガイ ドラインに則した診療を実施
●血液検査や画像検査 (X線検
査.CT検 査、MRI検 査)等の
必要な検査が実施可能
●脳卒中が疑われる患者に対して

専門的診療が実施可能 (画像伝送
等の還隔診断に基づく治療を含
む )
●手術適応のない脳出血、 t― P
Aの静脈内投与による血栓浴解原
法の適応のない脳梗塞 (も しくは
発症後 3時間以降)に対し、入院
治療が実施可能
●外科的治療が必要と判断 した場
合は高度専門病院と連携 して対処
●呼吸管理、循環管理、栄奏管理
等の全身管理及び合併症に対する
診療が可能
●リスク管理のもとに早期に適切
なリハピリテーションが実施可能
●回復期 (あ るいは維持期、在宅
医療)の医療機関等と診療情報や
治療計画を共有するなどして連携

次の事項を含め、僕
係する診療ガイ ドライ
ンに則 した診療を実施
0再発予防の治療 (紡
血小板療法、抗凝固環
法等)、 基礎疾患・危
険因子の管理及び抑う
つ状態への対応が可能
0失語、高次 1歯機能障
害 (記憶障害、注意陣
書等)、 味下障害、唱
颯障害、歩行障害等の
機能障害の改善及びA
DL向 上を目的とした
哩学療法、作業療法、
言語聴覚療法等のリハ

ビリテーションが専門
医療スタッフにより集
申的に実施可能
0急性期の医療機関及
び維持期の医療機関等
と診療情報や治療計画
を共有するなどして連
携

次の事項を含め、関
係する診療ガイ ドライ
ンに則した診療を実施
●再発予防の治療、基
礎疾患・危険因子の管
理、抑うつ状態への対
応等が可能
●生活機能の維持及び
向上のためのリハビリ
テーション (訪間及び
通所リハビリテーシヨ
ンを含む)が実施可能
●介護支援専門員が自
立生活又は在宅療養を
支援するための居宅介
護サービスを調整
0回復期 (あ るいは急
性期)の医療機関等と
珍療情報や治療計画を
共有するなどして連携

次の事項を含め、関係する診療
ガイ ドラインに則した診療を実施
●再発予防の治療、基礎疾患 危
険因子の管理、抑うつ状態への対
応等が可能
●生活機能の維持及び向上のため
のリハビリテーシヨン (訪間及び
通所 リハビリテーシヨンを含む )
が実施可能
●通院困難な患者の場合、訪問看
護ステーション、薬局等と連携 し
て在宅医療を実施
●回復期 (あ るいは急性期)の医
療機関等と診療1青報や治療計画を
共有するなどして連携
●診療所等の維持期における他の
医療機関と診療情報や治療計画を
共有するなどして連携
●特別養護老人ホーム (介護老人
福祉施設)、 認知症高齢者グルー
プホーム、有料老人ホーム、ケア
ハウス等自宅以外の居宅において
も在宅医療を実施し、希望する患
者にはこれらの居宅で看取りまで
実施
●介護支援専門員と連携 して居宅
介護サービスを調整
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‐

医療計画に記載されている内容 :基礎資料として活用

○ 各疾病診療に必要な医療機能 +該 当する医療機関リスト
○ 地域連携のイメーブ図

○ 地域で取り組まれている事例の紹介

圏域連携会議 (保健所ごとに設置)

○地域の医療資源に基づく連携体制構築に向けた検討

○既存の連携体制の地域への波及

○医療提供体制の見直し・再編等について検討

※保健所は公的立場から支援
・ 複数の医療機関の調整
・ 予防、介護領域への働きかけ
・ 普及啓発など

地域の実情に応じた医療連携体制の構築

支援

くH

安心と希望の医療確保ビジョン

○ 平成 18年度の医療制度改革以後、医療に関
する様々な問題が指摘
・ 医師不足
・ 医療機関における産科・ノ1ヽ児科の開鎖
・ 医療従事者の過度の負担による疲弊
・ 救急医療に対する不安
(軽症患者の受療行動の問題)    など

○ 取り組む視点
・ 地域の二一ズに応じた適切な医療を提供
口地域の限られた医療資源を有効に活用

○ 取り組むべき方策の一つ

“地域完結型医療の推進
⇒ 医療連携体制の構築、推進

「医療連携体制の推進」が医療に関する

様々な問題の解決にも貢献



2 医療連携体制の構築への取り組み
-4疾病 (がん、脳卒中、急性lb筋梗塞、糖尿病)一

く出典>
平成21年度地域保健総合推進事業

「地域医療連携体制の構築と評価に関する研究班」
分担事業者:恵上博文(山口県宇部環境保健所長)

◇ 4疾病地域医療連携体制構築アンケート調査より
全国保健所の取組状況を把握するため、平成21年 8月 に全国510保健所

(県型380、 市型107及び区型23)にアンケート調査を実施 (回答率99.6%)。

○ 取り組んでいる保健所は約5害」で、昨年度より2害」増加
○ 県型 57%で あるが、市型が 18%と 低い

型

所健
県
保

市型保健所
区 型
保健所

言十
指定都市

市
市
核
令
中
政

保健所 380 59 48 21 508

取組んでいる

と回答
216 3 16 11 246

害J 合 ら6.8%1 5.1%13,.,4
17.8%

52.4% 48.4%

平成21年度地域保健総合推進事業「地域医療連携体制の構築と評価に関する研究班」分担事業者 :恵上博文 (山 口県宇部環境保健所長)より 10



○ 過去の事例分析から事前に保健所の役害」を抽出し、その項目
について調査実施

o 圏1或連携会議の開催が約7害」、約半数が情報収集と調整機能
を発揮している。

r教″事″墨336複数回答フ

平成21年度地域保健総合推進事業「地域医療連携体制の構築と評価に関する研究班」分担事業者 :恵上博文 (山 口県宇部環境保健所長)より 11

圏域連携

会議開催
医療資源

情報収集
関係施設

の 調 整

〈〓
脚驚

修
開
研

の
住民への

普及啓発

評価指標
収集分析

役 害J 235 189 159 149 122 37

害J合 69.9% 56.3% 47.3% 44.3% 36.3% 1180%

○ 優先的取組が必要とされた脳卒中は7害」強、通矢日で例示され
た地上或連携パスの導入は5害」強と厚労省の通矢□を尊重

仰組保健所=2イ6 複数回答可リ

が    ん 脳 卒 中
急  性
心筋梗塞

糖 尿 病 言十

対 象 疾 病 82 179 57 93 411

パ ス 導 入 30 117 30 42 219

導 入 害J合 36.6% 65.4% 52.60/0 45.2% 53.3%

‥‥
＝

リ

宝
ロ

△
口 33.3% 72.8% 23.2% 37.8% 167.1%

平成21年度地域保健総合推進事業「地域医療連携体制の構築と評価に関する研究班」分担事業者 :恵上博文 (山 口県宇部環境保健所長)より 12



が    ん 脳 卒 中
急  性
心筋梗塞

糖 尿 病 言十(害」合 )

保  健  師 36 80 16 47 179(53.30/0)

一丁
′
／

■ 政 職 43 72 33 29 177(52.70/0)

栄  養  士 4 2 0 10 16(4.80/0)

歯 科 医 師 1 7 0 3 11(3.30/0)

理学作業療法士 1 9 1 0 10(3.0%)

社 会 福 祉 士 5 2 2 0 9(2.70/o)

○ 保健師が約 5害」と行政職と並び、連携の主力職種
仰組事例=336 複数回答可リ

注 1: 医師の大半を占める保健所長は、医療連携に係る総括業務に従事。
注 2: 社会福祉士は、大阪府の取組のみ。

平成21年度地域保健総合推進事業「地域医療連携体制の構築と評価に関する研究班」分担事業者 :恵上博文(山口県宇部環境保健所長)より |

事例 1 脳卒中地域り八ビリテーション体制構築事業

取組保健所

兵庫県姫路市保健所 (中核市 )

事例の概要
◇ 平成 18年度から急性期、回復期などの病院間のネットワーク構築に向けて
研究会を設置され検討開始
◇ 平成20年度から市保健所も参画し、研究会の事務局を引き受けるとともに、
ネットワークづくりを支援。また、地域連携パスの運用に係る調整を図りつ
つ医療・介護連携体制構築を目指している事例。

3 連携のポイント
① 平成20年度に地域連携パス運用を目指す研究会 (県保健所も参画)の事務
局を保健所に移設し、各病期間相互の連携を強化・拡充している。
② 圏域におけるリノヽビリテーション支援センターの業務を (県保健所から)
受託して、地域の調整の中核機関としての機能を果たしている。
③ 在宅ケアに関する課題検討のため、在宅や介護を含むネットワーク連絡会
を保健所が設置して運営を支援している。

平成21年度地域保健総合推進事業「地域医療連携体制の構築と評価に関する研究班」分担事業者 :恵上博文 (山 口県宇部環境保健所長)より 11



事例 2 在宅終末期医療連携パス運用

1 取組保健所
富山県新り|1厚生センター

2 事例の概要
◇ 平成 18年 7月 :在宅終末期医療に対する診診運携を中心とした連携パスを
運用 (診療所からなる連携懇話会設置 )

◇ 平成 19年6月 :病診連携・多職種チーム連携による連携パスに発展
「連携懇話会」から事務局を医師会に置く連携協議会に発展

◇ 平成 19年から厚生センターが参画。

3 連携のポイント
① 厚生センターは、医師会に事務局を置く医療主体の地域運携パスに対し、
公平・公正な地域の調整役として、活動研修会、事例検討会等を活用しながら、

連携パスの普及と様々な施設や団体のシステムヘの参画を促進している。

② 事例検討会は年6回開催され、毎年延べ 170人を上回る関係職種が参加し
ており、こうした長年の地道な取組は、地域医療運携体制の基盤づくりに貢献

している。

平成21年度地域保健総合推進事業「地域医療連携体制の構築と評価に関する研究班」分担事業者 :恵上博文 (山 口県宇部環境保健所長)より 11

3 医療連携体制の構築への取り組み
-5事業 (救急医療、災害時、へき地、周産期医療、小児医療)一

<出典>
平成18年度地域保健総合推進事業

「地域医療連携体制の構築に関する研究班」

分担事業者 :岡 紳爾(元山口県宇部環境保健所長)

◆ 医療連携体制構築の実態とその解析を行うため、下記の調査から先進

事例を抽出
□厚生労働省、各.都道府県医務主管課推薦

□各種報告書口抄録より該当するものを抽出
⇒地域保健総合推進事業 発表会抄録・報告書
⇒日本公衆衛生学会抄録
⇒厚労省検討会資料

□各班員から保健所への聞き取りによる情報の把握



○

○

◆ 報告書に記載された事例

○ 救急医療 4事例
◆二次医療圏での救急体制の機能強化 (宮崎県高鍋保健所 )

○ 災害医療 6事例
◆保健医療リスクマネジメントシステム構築 (岩手県大船渡保健所)
◆大規模災害医療救護体制の構築 (長野県飯田保健所)

小児救急 を含む小児医療 10事例
◆小児一次救急医療体制の確立 (愛知県岡崎市保健所)
◆小児救急医療体制の構築と集約化 (大阪府豊中保健所)
◆小児救急医療体制の構築 (福岡県八女保健所)

周産期医療   1事 例
◆産科医療体制の再構築 (長野県飯田保健所)

その他 (病床調整など)

◆医師等医療従事者の不足に対する対応 (宮城県仙南保健所)
◆ 2次医療圏における病床整備に向けた調整 (兵庫県龍野保健所)
◆2次医療圏域内の病床調整 (広島県福山保健所)

事例 :ノlヽ児救急体制の確保 (大阪府豊中保健所)

【従前】 【Hl

(豊能二次医療圏)

人口約100万人

●I

「「 f

4つの市の市立病院と、一つの民間病院が、
それぞれで、24時間365日 の小児救急診療
を実施。

・軽症患者も重症の患者も混在して受診
・各病院の夜間態勢は、小児科医1人ずつの配置で
あり、過重な労働環境

各病院の一次救急患者は減少。

・市立病院等への一次救急患者は6～ 7割減少

センターが担う一次救急と、各市立病院等が担う二次

救急の役割分担が図られ、効率化の実現とともに小児

科勤務医の労働条件も改善。

能勢町

豊能町
(

箕面市池
田
市
豊
中
市

吹
田
市

6.4から】

能勢町

豊能町

ジ池田
市
豊
中
市

吹
田
市

厚生労働省資料を一部改編



○ 多<医療機関等の利害が絡むことから、中立 0公正
な立場での調整が期待できる (医師会・病院・診療所

など)。

○ 新たな体制構築のための、圏域の調査が可能である。
地域における現状や社会資源の把握ができる。

○ 医療だけでな<他領1或 (介護・行政関係など)の関
係者への働きかけと調整が可能である。

○ 取り組むため際の予算の獲得が望める。

平成19年度地域保健総合推進事業「地域医療連携体制の構築に関する研究班」分担事業者 :岡 紳爾 (元山口県宇部環境保健所長)19

4 市型保健所における現状と課題

<出典 >
平成21年度地域保健総合推進事業

「地域医療連携体制の構築と評価に関する研究班」
分担事業者:恵上博文(山口県宇部環境保健所長)

◇ 4疾病地域医療連携体制構築アンケート調査より
全国保健所の取組状況を把握するため、平成21年 8月 に全国510保健所

(県型380、 市型107及び区型23)にアンケート調査を実施 (回答率99.6%)。



保健1所1設1置市の1医療
‐提‐供1体制における位

‐
置づけ

① 医療計画の体系上の主体はいずれも「都道府県」
多<の「医療資源を有する

※
」にも関わらずt保健所設置市が

取り組む位置づけが明確でない。

②  「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」においてのみ市
型保健所の位置づけについて記載がある。

③ 市型保健所では、本来業務の生活習慣病総含対策の二次予防・
三次予防に地域医療連携を位置付け取り組んでいる事例がある。

※ 保健所設置市
① 人□

(市全体の8%)で 全国4害」程度の医療資源を占める  (平成20年 10月 )
34.2%   ② 一般病院   35.4%
38.6%   ④ 病院医師  41.4%③ 病院―般病床

21

平成21年度厚労省地域医療対策事業実施要綱
(医療連携体制推進事業 )

1 事業目的
0 4疾病5事業ごとの医療連携提供体制を構築
2 実施主体
○ 都道府県 (地域医師会等への委託可)Xθ θ督5道府県ガ採択

3 実施地域
0 4疾病5事業ごとに完結する地域 (二次医療圏に縛 られない)

4 事業内容
① 医療機能の適切な情報提供 (治療連携計画による機能分担、医療連携窓口
の設置、住民への啓発、診療機能データベースの作成、医療提供体制の分
析・評価等 )

② 医療従事者等の人材養成 (研修会、合同症例検討会)

三 協議会の設置
○ 事業実施地域ごとに医療連携体制協議会を設置
6 経費補助
0 1か所当たり5,160千円 (補助率1/2)



5 保健所の取り組みを一層推進する
ために

1 医療計画の策定とともに「医療連携体制の
構築」が保健所の本来業務 (機能)である。
・全体では48%の保健所が取り組んでいる (前年より2害」増)
※ 県型 57%・ 市型 18%

2 担当職種として保健師は重要である

3 保健所設置市は多<の医療資源を有するが
医療連携の構築に取り組む位置づけが必ず

しも明確となつていない。



「基本的な指針」における「医療提供体制」に

関する項目の頭出しと保健所の位置づけ

医療崩壊が言われる中、医療提供体制の確保は極めて重要かつ喫緊の課題

であり、多くのサービス提供と同列ではなく、医療法による「医療提供体制の確

保」に関する項目を頭出しをする。

保健所は、医療計画制度を通じて、「医療提供体制の確保」とりわけ「医療連携

体制の構築」に一定の役割を果たしていることから、「医療連携体制の構築」が

保健所の業務であることを明記する

<現在の基本的な指針 >
(6)企画及び調整の機能の強化
ア 都道府県の医療計画、介護保険事業支援計画s老人保健福祉計画 障ゝ害者計画等 の計画
策定に関与する―・(中略 )・・・地域における在宅サービス、障害者福祉等の保健、医療、福祉
のシステムの構築、医療機関の機能分担と連携、医薬分業等医療提供体制の整備、食品衛生

及び環境衛生に係るサービスの提供及び(1)から(6)までに掲げる課題について企画及び調整

を推進すること。

「保健師の保健活動指針」における

「医療連携体制の構築」への関与の位置づけ

□ 医療連携体制の構築を担う職種として中心となつている保健師の業務として

保健活動指針に位置づけること

※ 精神、感染症等で医療機関との調整を行つてきた経験を生かすことができる

□ 保健所の企画担当部署への保健師の配置



「医療提供体制の確保」に市型保健所が取り

組むための位置づけが必要

□ 医療計画に関連する体系では、実施主体が「都道府県」と記載されており、指定

都市や中核市が関与する根拠が必要。

□ さらに、通知等において、「市型保健所」が関与するための位置づけを明記する

ことが必要

□ 医療資源が集中している実態に即し、国は、国庫補助事業の実施主体を

保健所設置市に拡大するとともに、都道府県では、設置市に医療連携業務

を委託する促進方策が必要

【平成22年度 重点要望】
1 医療制度改革に関連した方策の推進

(1)医療制度改革関連施策の実施における保健所の位置づけの明確化

② 地域で計画される4疾病 5事業について、これらの施策の実施における
保健所の役割を、国においてもより明確に示されたい。

【平成23年度 重点要望】
1 地域保健対策の総合的見直しに関連した方策の推進
(1)地域保健対策に関連した施策における保健所の位置づけの明確化

② 都道府県医療計画の推進、とりわけ4疾病 5事業に関した医療連携体制
を構築するための連携調整における保健所の役割を、国において明確に示

されたい。



資料2

地域保健対策榛言J会

医療連携におIIる
「普及啓発Jにつらlτ

2010.8.31.

東京都南多摩保健所

赤穂 保

東京都多摩立川保健所管内 (北多摩西部保健医療圏)の概況

多摩立川保健所は、地域保健法に基づく2度の再編整備により、平成16年
4月 より立川市、昭島市、国分寺市、国立市、東大和市、武蔵村山市の6市
を管轄することになった東京都保健所の一つである。
管内 (北多摩西部保健医療圏)人 口は約62万 5千人、面積は約90平方キ
日の広域にわたる。多摩地域の中央やや北部に位置し、南の多摩川から狭
山丘陵に連なる武蔵野台地に広がる地域である。多摩川河岸や玉川上水、
国分寺崖線等貴重な自然を残す一方、多摩地域の交通の要衝であり、業務・
商業の中核都市として発展している立川を有する。他の区域はベッドタウンと
しての色彩が濃いが、大学や研究機関も数多く立地しており、全体として多機
能かつ個性的な文教・住宅都市を形成している。

管内の医療機関は、一般病院24、 診療所481、 救急医療機関は15であ
る。このうち日本脳卒中学会蔵一PA静注療法施設基準を充たす病院は、3病
院(A:2次救急、274床、神経内科医1名 、脳神経外科医4名、B:3次救急、
455床、神経内科医4名、脳神経外科医10名 、C12次救急、466床、神経
内科医2名 、脳神経外科医2名 )である。

2
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1 北多摩西部保健医療圏 (以下「圏域」という)の医療機関が、圏域内の課題となる疾病につ
いて共通認識を深める。

2対象疾病について医療連携を促進することにより、圏域内の課題解決に取り組む。
3圏域内の対象疾病の悪化の予防、死亡率の減少を図る。

<事業の内容>
1 圏域内の医療状況・連携状況等の把握 (病院等調査 )

取組の方向

2疾病男1・状況別に適時・適切な連携ができるようガイドラインを作成、活用
3医療従事者研修会、事例検討会
4住 民への普及啓発
<事業の進め方>
1検討会を設置し、事業内容の共有・調査票の作成 =ガイドラインの作成を協議する。
2事務局病院を中心とする疾病別の部会を設置し、調査項目の検討・調査の実施・調査結果
の解析・ガイドラインの検討、および医療従事者向け研修等を実施する。

3都 民医療学習セミナーやホームページ、広報誌等を活用し、住民への普及啓発を実施する。

事務局病院の主な役割

*検討会・部会の運営  *会議資料作成  *病院調査の実施 "集計解析
*病院調査票、ガイドライン等の印刷  *研 修会、事例検討会の開催  *予 算執行

■

東京都北多摩西部保健医療圏

「地域保健医療推進プラン」

「

~~~~~~~~~― ― ¬

地域保健医療協議会

地域医療システム化推進部会生活衛生部会保健福祉部会

歯科分科会 看護口医療安全推進分科会感染症分科会

薬事分科会 疾病別医療連携推進検討会

<委員構成>
○病院代表 ○医師会代表

○消防署 ○市職員

○保健所

〔 芯疾患部会 〕



疾病別医療連携推進事業における都保健所の役割

1 地域保健医療協議会 地域医療システム化推進部会にお
ける進行管理

2事務局病院への委託:事務調整
日圏域内中核病院への依頼
・ スケジュール管理口内容調整

3基礎資料の提供

4関係機関・団体等との調整

5市 民への普及啓発 (各市と連携 )

5

脳卒中救急医療の流れ(ガイドラインより)

①脳卒中を疑う症状に遭遇した場合は、市民自らあるい
はその家族が早期に救急要請を行う。
②かかりつけ医は、脳卒中を疑わせる症状の患者や家
族から、電話連絡あるいは受診希望の連絡を受けた場
合、救急要請をして脳卒中の救急対応病院に搬送し
てもらうよう指示する。
③救急隊が、患者の脳卒中トリアージを行い、搬送先病
院を決定し、救急搬送する。
④急性期脳卒中病院では的確かつ迅速な診療を行う。

上記①～④は、早期に適切な治療を行うことによって、可能な限
り救命率を上げ、後遺症を減らすためにポイントとなる介入点で
ある。とりわけ脳卒中におけるrt“PA療法実施条件である「発症2
時間以内病院到着」を達成するためには、①が最も重要な鍵と
なる介入ポイントである。                 6



脳卒中救急医療の流れ日

介入ポイント①～④への対応事項

市民向け啓発・

広報かかりつ |

脳卒 中の急性期治療が

可能な病院

ルテプラーゼ静注療法が

可能な病院

「丁雪雪雪質:曹奮デ1
日本臨床救急医学会監修

PSLS(PrehospLal
Stroke Life Support)

コースガイドブックより

介入ポイント①1)市民向け講演会の開催
2)啓発用パンフレットの作成洒己布 (6,300枚 )
3)1「かかりつけ医カード」の作成日配布 (10万枚)
4)「システム普及用ポスター」(医療機関掲示)(600枚 )

5)「生き活きノート」(地域連携パスノート)(3,000部作成、600部配布)

介入ポイント②1)医療機関向け研修会           tノ 1/ヽ′I｀ ~1ノ

2)「急性期脳卒中医療連携ガイドライン」の作成洒己布 (1,100部 )

3)「かかりつけ医カード」の作成日配布

4)「生き活きノート」(地域連携パスノート)

介入ポイント③１

２

３

救急隊員向け研修会(二次救急病院にて)

「急性期脳卒中医療連携ガイドライン」の作成・配布

「rt… PA静注療法(当番病院)カレンダー」の作成洒己布

1)「脳卒中医療連携協議会」の主要メンバー 介入ポイント④
として、常に「協議会」において方針協議口合意形成

「急性期脳卒中医療連携ガイドライン」の作成栖己布

「rt― PA静注療法(当番病院)カレンダー」の作成洒己布

２

３



介入ポイント① 市民対象講演会 (H19.2.3)
テーマ

「あなたの気づきがあなたを救う」
内容口講師

◎「こんな症状がでたら脳卒中を考える」
篠原幸人(国家公務員共済組合連合会立川病院院長)

◎「急性心筋梗塞 ふだんの予防と緊急時の対応」
佐藤康弘 (独立行政法人国立病院機構災害医療センター循環器科医長)

参加者
204名

介入ポイント①
住民向II公開講座 o21.9.20

「もう退院 ′?その時あわてないために」

耳 ィi」



介入ポイント①
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緊急対応可能な

専門医療機ll で

治療を受l■ることが大tnです
●急に半身の力が入らなく
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議穫塞 0(度艦遷産を軽減 rメ

北多摩西部保健医療圏疾病別医療連携推進検討会

11

普及啓発用グー刀ルバ表 )

早期受診・早期治療

●激しい胸の痛み

●呼吸が苦しい

●冷や汗

1エ
+

心筋標塞が疑われます

X導

普及書発ヽ グール メ (裏 )
12
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住■‐●:■■所 ■市
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―
1日生)
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●
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介入ポイント①口② 「生義活きノート」(1)
患者さん自身が、自分の健康情報及び、福祉のサービスg情報を持つこと、ま
たね患者さんに関わる多職種が、お互いの情報を共有するためのツニル。在
宅パスとしても算定できる。3,000部作成。当面22年度関係者で試行。

薔囃鱗ittt il社 |■竃=ユ
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13

この生さ活きノートは、

あなたの医薇や祖ILこ鵬わる鵬係者が、

あ●たの饉塵に口,う情目を

共有することによって、

あなたらしい生活が続けられる●そ

島つて11ら れたものです。
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「生き:舌毒/T卜 」(2)(地域連携パスシート)
く地域で暮らし続けるための地域支援ネットワーク>

自宅 (居宅)

j;,;rtItr,.nl

hi=‐1

iりちに.:′｀
|

介入ポイント② 医療機関研修会

内容嚇講師 :

(H19.3.8)

■「急性期脳卒中医療連携ガイドライン2007J
脳卒中部会長 大田晃一

(国家公務員共済組合連合会立川病院 )

■「急性心筋梗塞医療連携ガイドライン2007」

心疾患部会長 佐藤康弘

(独立行政法人目立病院機構災害医療センター)

参加者 : 55名

会 場 :国家公務員共済組合連合会立川病院

: | : | :  |
■  1,

憲 ドず
_●コ餅 掲漑綺

1醒ハ
1   曇

|lQ -:-

i-'}
t,'.

:: rl'r i l,'l

族
　
・一一， 一″

戚
　
Ｆ

観
　
・

15
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ガイドラインの主な内容 (項目の柱)

1.ガイドラインの目的
2.救急医療の流れ (急性心筋梗塞、急性期脳卒中 )
3.市民向け啓発活動
4.かかりつけ医と専門病院との連携
5.かかりつけ医が果たすべき役割
6.救急搬送の手順

(全 19ページ)

18



「疾病男1医療連携推進事業」3か年の到達点

①管内を中心とする医療機関の実態調査(平成18年 3月 )

②急性期の「医療連携ガイドライン2007J作成(平成19年 3月 )

③市民向け講演会実施(平成19年 2月 )

④市民向けパンフレットの作成配布(各市の協力)

⑤医師会向け研修会実施(平成19年 3月 )

⑥「かかりつけ医カードJ作成、配布(地区医師会の協力)

⑦システム普及ポスターの作成

③成二PA静注療法カレンダT作成、活用開始(平成19年 8月 )

◎急性期システムの試行と評価(上ヒ較調査平成20年 2月 )

①平成18年 3月 と20年 2月 段階の全医療機関アンケート調査比較

②平成19年 7月 ,1か月間と20年 2月 1か月間の救急病院実績比較
<システムによる具体的な効果確認>
①速やかに救急車を要請する割合の増加傾向

②救急時、救急隊に医療機関選定を任せる割合の増加傾向

③救急病院に2時間以内に来院する割合の増加

④救急病院に救急車で来院する割合の増加

19

「疾病男1医療連携推進事業」成功の鍵

○地域における拠点病院の存在 (事務局機能を担える病院等)

○地区医師会の理解、協力(かかりつけ医カードの普及等)

○消防署 (救急隊)の理解、協力 (トリアTジ、ストロークバイパス等)
○ 管内各市の理解、

`協
力(普及啓発等)

○市民の理解と参加 (早期の気づき、的確な救急通報等 )

○二次保健医療圏における保健所の企画調整機能の発揮

今後の課題

○急性期システムの運用と評価、改善

○急性期以降、回復期、維持期、在宅に向けてのシステム化 (脳卒中)

○連携に必要なクリニカルパス等各種ツールの開発、地域での活用

○ 医療機関、救急隊、市民向け普及啓発のさらなる推進

○羹一PA療法対応可能医療機関の拡大
○「ガイドライン2007」から「2010」に向けての改定作業



伍薦勘場 、撻 αゝ鷹″

・ 調整役が存在する

・ 合意形成の場が保証される

・「連携」が各医療機関に実質的なメリウトになる
・ 何よりも患者口地域住民に支持される

・ クリニカルパスなど必要なッァルが共有される

・ 行政計画における位置づけと予算確保がある

御 ・ 鰐

・ 事業全体の企画・進行管理
・ 関係機関口団体等との調整 (中立口公平な立場)
・ 関連する事業、取組の連結
・ 組織化ロシステム化 (新たな枠組みづくり)
・ 情報収集、分析、提供
・ 普及啓発

・ 委託事務局 (地域中核病院等)支援
ι都計画 (本庁施策)への情報発信口企画案提起
(フィードバック)⇒普遍化による相互発展

21
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資  料  3

地域保健対策の課題について (案 )

※注 :下線部分は第 1回地域保健対策検討会において修正された事実

課題 1 地域における健康危機管理の体制について

○新型インフルエンザ対策関連

口新型インフルエンザ対策の際、都道府県、市町村で平時に BCPが作成さ

れていたか。

・新型インフルエンザ対策の際、人の確保は十分出来たか。

口新型インフルエンザ対策の際、都道府県内で専門的にサポー トする体制

は十分だつたか。
口市町村の具体的な役割とは何か。

○毒入り餃子事件関連

・都道府県から国への情報提供体制は適切か。

口国から都道府県への情報提供体制は適切か。

○その他全般について

・平時と有事における国と都道府県と市町村の健康危機管理事案に対応

する体制は適切か。

・地域における疫学情報収集 口発信体制は十分だったか。

・地方衛生研究所が行うべき衛生検査、備えるべきその他の機能は十分か。

・保健所及び地方衛生研究所の機能とその質の担保を図るべきではないか

(ブ ロック連携含む)。

課題 2.市町村と保健所の連携について

・市町村が都道府県に求めているものを個別具体的に伝えているか。

・保健所が各市町村の事業の現状と問題を把握し、市町村とお互いに問題

を突き合わせて確認しているか。

・市町村から見た「保健所が行うべき市町村に対する技術的支援」とは何

か (市町村が期待する保健所像とは何か )。

・保健所から見た「保健所が市町村に対 して行うべき技術的支援」とは何

か (保健所が考える保健所のあるべき姿とは何か)。

・保健所と市町村が組織的にコミュニケーションを取る場が不足している



資 料 3

のではないか。

・市型の保健所についても議論が必要ではないか。

・保健所から市町村への情報提供体制の充実が必要では

プLiいか。

・基本指針の性格について

・これからの保健所の役割、機能について (ビジョン)

課題 3 地域における医療計画との関わりについて

・各保健所が 2次医療圏の医療計画の策定に関与し、策定したものを積

極的に推進 しているか。

・ 2次医療圏の中に複数の保健所があつたり、政令市がある場合は、

どのように対応 しているのか。

・地域の連携クリティカルパスが、保健所を中心として具体的に作成さ

れているか。
口地域連携クリティカルパスが作成されている場合、保健所がどのよう

に関与 しているか。

・例えば、保健所が市町村の糖尿病対策に専門家を呼んだりして、地域

住民の健康の一次予防に加えて疾病管理の一部にまでの対応に貢献で

きるか。

口医療計画における保健所の役割を明示する必要があるのではないか。

課題 4.地域保健対策にかかる人材確保・育成について
(人材確保については特に医師 )

・保健所設置の自治体が、どのような公衆衛生医師確保を行つているか。

そして、そのやり方で十分に確保できているか。

口保健所設置の自治体が、キャリアパスを含めた人事の養成をどのよう

に行つているか。そ して、今後の地域保健対策にかかる人材育成をど

のように行うべきか。

・保健所の人材確保・育成計画における市町村との連携



資料4́

地域保健にかかる
人材確保・育成について

1.これまでの検討状況について



1.これまでの検討会の報告
H12 医療ソーシヤルワーカー業務指針検討会報告書(医療ソーシャルワーカー業務指針検討会)

H579 地域保健対策の基本的なあり方について意見具申(厚生大臣宛公衆衛生審議会総合部会 )

H575 地域保健対策の基本的な在り方について(地域保健基本問題研究会)

Hl1 812 地域保健問題検討会報告書(地域保健問題検討会)

H133
地域における健康危機管理について～地域健康危機管理ガイドライン～

(地域における健康危機管理のあり方検討会)

H153
地域保健従事者の資質の向上に関する検討会報告書

(地域保健従事者の資質の向上に関する検討会)

H163 保健所長の職務の在り方に関する検討会報告書(保健所長の職務の在り方に関する検討会 )

H17.1
公衆衛生医師の育成確保のための環境整備に関する検討会報告書

、               (公 衆衛生医師の育成確保のための環境整備に関する検討会)

H17.5 地域保健対策検討会中間報告(地域保健対策検討会)

H193 地域職域連携推進事業ガイドラインー改訂版―(地域・職域連携支援検討会)

H193 市町村保健活動の再構築に関する検討会報告書(市町村保健活動の再構築に関する検討会)

H19.3
公衆衛生医師の育成確保のための環境整備評価委員会報告書

(公衆衛生医師の育成確保のための環境整備評価委員会)

「
―
‥

ヽ
ｌ
ノ

「

―／１＼
討検のでまれこ

・ 公衆衛生医師の育成日確保のための環境整

備に関する検討会(H16)

/研修計画の策定
/人事交流等を通じた人材育成の充実
/保健所への医師複数配置等の対策
/公衆衛生医師職務の普及啓発

2



これまでの検討 (2)

地域保健対策検討会(H17)
/健康危機管理対策で公衆衛生医師の
専門的知識に基づく判断と決断が重要

/国、地方公共団体、医育機関等関係
団体による育成菫確保のための努力

これまでの検討 (3)

公衆衛生医師の育成・確保のための環境
整備評価委員会(H19)
/育成口確保のための環境整備状況評価
票等による調査を実施

/育成 E確保推進の参考事例を収集

3

4



指摘された課題

・ 公衆衛生医師の地域医療体制の構築における活動事例、保

健所における効果的な卒前実習
口臨床研修プログラム等の情

報収集と情報提供

0人事交流の進め方について情報の共有
〔市⇔市、市⇔県、市

:県⇔国(出先機関も含む)〕

・ 公衆衛生医師確保推進登録事業の効果的な運用

・ 県型保健所、政令市型保健所の役割や連携のあり方につい

て検討する必要

0保健所支所の位置づけの現状を踏まえ対応の検討が必要
・ 地域保健法における「地域保健対策の推進に関する基本的

指針」の改訂も含め実情に即した見直しの検討が必要

平成19年公衆衛生医師の育成・確保のための環境整備評価委員会資料より

2.現状について

5



公衆衛生医師とは つ
・

地方公共団体(都道府県本庁、保健所、地方
衛生研究所等 )

上記各機関の他、医療機関、その他の施設に
おいて、公衆衛生業務に従事している医師

ただし、この検討会では、ニーズの割に数が少
ない保健所に勤務する医師を中心に考える

今もなお不足している

保健所数の推移 (1)
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(施設数 )

保健所数の推移 (2)
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③
保健所医師数の推移 (1)
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保健所医師数の推移 (2)
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保健所長の兼務状況

保健所数
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過去5年間の保健所長兼務数

保健所長
兼務数 (人 )

保健所数

(箇所)

各年度4月 1日現在

３４

　

　

　

５３５

38

518

39

517

41

510

42

494

14

3.現在の取り組み



1.自治体の募集状況
(平成22年8月 31日現在 )

※32都道府県
(その他市町村レベルでは、岐阜市、

尼崎市、名古屋市、大分市、北九州

市、神戸市、宮崎市、横浜市、仙台市、

柏市、広島市、川崎市、山梨県、福岡

市、大津市、相模原市、さいたま市、

千葉市、倉敷市)       `´

③ 公衆衛生医師確保推進登録事業

○

○

○

2.登録事業の成果
(平成22年 8月 31日現在 )

登録自治体数

58か所

(現在有効な登録数49か所)

登録医師数

65人 (現登録数27人 )

H22年度においては、希望

不一致のためマッチング事
例はない。

15〆

衛生医師確保推進登録事業

公衆衛生懸鰤確保推進室
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公衆衛生医師確保推進事業について
・医師と地方公共団体が登録し、双方に情報提供を行います。
・登録は臨床医の方でも研究等に従事している方でも構いません。
・登録しておいて、希望にあった勤務条件の地方自治体が見つかるまで
仕事をしながら待つことができます。
・登録している情報は保護

を行
すす。 イメージ図

   の

・連絡先等の基本1青報
・公衆衛生、臨床経験
等医師としての専門性
に関する情報
・勤務地等希望する勤
務条件に関する情報

,地方公共団体の名称、連
絡先等の基本情報
・勤務地等勤務条件に関す
る情報
,公衆衛生、臨床経験等必
要とする医師としての専門
性

■応募資格・試験日程 ・応募締切・選考方法・募集予定人数・身分・給与・保険・宿舎等 :

公衆衛生医師を募集している自治体ごとに、処遇が異なります。詳細は、各自治体に個別にご確認いただくことになります。

アクセスは

お問合せ先・応募連絡先

厚生労働省 健康局 総務課 公衆衛生医師確保推進室

所在地 〒】oO,8916 東京都千代田区霞が関 !-2-2
TEL:03-5253-lHl(内 線2335)
FAX:03-35()3-8563

E― mail l kouilnuuetselisK⊇ mhlW 9口 p
UItL httpノム、、、■ヾ nlhi、、3o lp/bun),a/kcnkou/koushuu― cヽ ci■ Jli hinl!

○厚生労働省のホームベージ (htpプ/―.mhiw.go.lp)の『健康Jのべ…ジから。
○各種検索サイトで「公衆衛生医師確保推進登録事業Jを入力。     17

公衆衛生医師確保活動
(医師・医学生向け普及啓発 )

勒 醸 を務

ノ7
ち

あなたの医師としての、   ら
知識日経験が広く    し

ll会に活かせます。

厚生労働省公衆衛生医Bわ確fl l性 ,■■では、(黒 健所■において公衆衡生に従率
することを希望する区:うと E師を必要とする地方公共団 1事に111日を1llllし てい
ます。
ホームベージURJ」

厚生労働省健康局総務課公衆411生医師確1熟性進室
http■■、ww mhlw gojp/bunya/kenkou/koushuu― eisellshi himl

来厚生労働省のオームベージ(h"pい神 wmいけOo,p)の rtt療」のベージカちアクセスす
■,か ホームベージの中の完全一致推幸で「公衆衛生医師確得推選登録事薬」を入力して

ポ
ス

一〓一一

″師 の選爾
"帽
グまなん

公衆衛生医師確保推進登録事業
公衆衛生に興暉のあるあなた (医 師 )と

あなたを必要と している自泊体をつな く事業です。

暉生僣働宙健康月餞

“

‖公凍竜生饉11確保口進室
h‖ P/ハ

“
″
～
v mhlw gojp/bunyarkenkoば koushuu eLe卜 ish himl
koushuu● にo‖ siomhIW go,p

アクセスは
0暉笙■●口0ホームベージ (h“ p"■N mh絆 9o lo)の r健層Jのベージから,
Clt橿書露サイトて r分凛籠生

=蜀
●●I遺■■凛凛Jをスカ.

厚生労働曽
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医師臨床研修制度の概要

1.医学教育と臨床研修
○ 法に基づく臨床研修 (医師法第16条の2)

診療に従事しようとする医師は、2年以上、医学部を置く大学に附属する病院又は

厚生労働大臣の指定する病院において、臨床研修を受けなければならない。

医学部 (6年 ) 大学病院・臨床研修病院

準備教育 専門教育
高等学校

3年
診療参加型

臨床前医学教育 臨床実習
↑
土

用
試
験

臨床研修修了後の研修等 …

生涯教育

―

専
門
医
資
格
取
得

↑
臨
床
研
修
修
了

（
二
回
目
医
籍
登
録
）

年２↑

医
師
国
家
試
験
合
格

（
一
回
目
医
籍
登
録
）

↑

入
学
試
験

督詳i計

育ヒ

I            !      |
年 齢
18才 22才 24才 26才

2.臨床研修の基本理念 (医師法第16条の2第 1項に規定する臨床研修に関する省令)
臨床研修は、医師が、医師としての人格をかん養し、将来専門とする分野にかかわ

らず、医学及び医療の果たすべき社会的役割を認識しつつ、一般的な診療において

頻繁に関わる負傷又は疾病に適切に対応できるよう、基本的な診療能力を身に付け

ることのできるものでなければならない。

○特定の医療現場の経験

(7)地域保健
地域保健を必要とする患者とその家族に対して、全人的に対応するために、

保健所、介護老人保健施設、社会福祉施設、赤十字社血液センター、各種検

診・健診の実施施設等の地域保健の現場において、

1)保健所の役割(地域保健・健康増進への理解を含む。)について理解し、実

践する。
2)社会福祉施設等の役割について理解し、実践する。

19

3.到達目標 (地域保健関係 [抜粋])



〇 新しく公衆衛生医師へ転職した者①

③ 新しく公衆衛生医師へ転職した者②
フ.‐嫌な点

□男 国女 ■無回答
□病院勤務 田大学教官■行政機関
■研修医  □学生  ■その他

□20代 田30代 由40代 ■50代
□保健所 日保健所長 日本庁 ■その他

島村らi公衆衛生従事医師の確保・育成に向けて(過去5年間)調査結果,公衆衛生,Vo1731No7,534-538,2007    21

仕事への興味

勧誘・紹介

臨床が 多忙

家庭の事情

健康面

人事異動

その他

視野

時間や家庭

業務

人脈

給与・身分

臨床の離脱

その他

組織体質

立場の悩み

規律・人事

人間関係

その他

業務内容

学会や研修

医師の役割

医師人事

増員

その他

0         10        20        30             0      5      10     15     20

島村らi公衆衛生従事医師の確保・育成に向けて (過去5年間)調査結果,公衆衛生,Vo1731No71534‐ 538,2007   22



H22年度の医師確保対策実施状況

(1)公衆衛生医師確保推進登録事業
(2)普及啓発
1)臨床研修病院説明会
北海道、福岡、中四国、大阪、東京で実施

2)社会医学サマーセミナー
和歌山で実施

3)地域保健総合推進事業
地域保健 口医療に関するフォーラム (東京 )

23

国立保健医療科学院の

保健所職員を主な対象とした研修 (1)

・ 長期の研修
・専門課程「保健福祉行政管理分野」

」             
る保健所長要件に係る「養成訓練課程

対象 :保健所長就任予定の公衆衛生医師等

期間 :分割前期 (3か月間)、 本科 (1年間)

・専門課程「地域保健福祉分野 J

J畿銅踵ラ婿雷昆亀ξ忌菅」:護渉ぎテ
キ旨導的立場で夢≡践,舌動を総 1含白勺に推i生

鶴 轟賞朧 曇望欝P響慶葉襲     彗議悩だ警F年事
期間 :1年間

24



国立保健医療科学院の

健所職員を主な対象とした研修 (2)

・ 短期の研修

約20研修

例)健康危機管理研修

公衆衛生看護管理者研修

エイズ対策研修

食品衛生危機管理研修

建築物衛生研修

国立保健医療科学院での医師臨床研修
(専門課程Ⅲ地域保健臨床研修専攻科)

・ 幅広い公衆衛生の知識と技術を身につけた医師を養成する
・ 2年 目の研修医を対象 (毎年5-10名 程度 )
03か月間 (10-12月 )
0 内容 1)公衆衛生行政に関する基礎講義口演習等 (3週間 )
2)科学院の健康危機管理研等の短期研修 (1週間 )
3)保健所実習 (2週間 )

4)厚生労働省見学 (1週間 )

5)国立感染症研究所における研修 (1週間 )

6)フィンランド等における生活習慣病対策研修 (2週間 )

7)WHO西太平洋地域事務局・フィリピン大学での感染症対策
研修 (2週間 )

保

25
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平成22年度
地方自治体の主な取り組み事例

大阪府の公衆衛生医師確保対策実施状況

1.案内口広報
・大阪府、厚生労働省、全国保健所長会各ホームページ
ヘ の 掲 載 (府 htttm墜 鯉 艶 望 釦     `Ousyuase‖ 豊ll1/1ndex htlml)

・在阪大学 (医学部 )、 大学同窓会事務局
・大阪府医師会、日本医師会女性医師バンクヘの広報
・募集時期を限定しない随時募集とし、応募機会に配慮
・年齢条件を64歳まで大幅に引き上げ条件緩和
口合同就職説明会等における広報活動

2.入庁後の研修・処遇
口医療機関での診療等を通じた現任研修の実施
・大阪大学大学院修士課程 (公衆衛生分野)の履修
口初任給調整手当ての見直しによる大幅な給与改善
(改善後:初任給は臨床研修修了者で年収700万円程度(22年度))

27



秋田県の公衆衛生医師確保対策実施状況

1 県ホームページ「美の国あきたネット」への掲載
2関係機関等に対する広報、情報収集活動
・厚生労働省 (公衆衛生医師確保推進登録事業)
・全国保健所長会

・公衆衛生ネット
ロ秋田大学医学部
・秋田大学OB会 (東京都 )
・秋田県医師会 (機関誌「秋田医報」掲載)

3秋田県医師確保推進事業との連携による普及啓発
口「あきたの地域医療通信」の作成、配布
・東京事務所専任職員による広報、情報収集活動

長野 県の公衆 衛生医師確 保対策実施状況

1 公衆衛生医師確保の取組み
・医療関係者を通じた知人医師への情報提供
・県、厚生労働省、全国保健所長会のホームペ守ジで
の募集、PR
・県ドクターバンクの活用
2公衆衛生医師の育成
口公衆衛生学会を始め、業務に関係する会議、学会や
研修には、本人希望を尊重し、可能な限り参加させて
いる。
r公衆衛生の経験がない医師については1近隣の保健
福祉事務所長がサポートを行う。

28
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長野県の公衆衛生医師確保対策実施状況

3近年の採用状況

H18                         1
H19     3     臨床 1、 行政2     1

H20                               3

H21     ¬     短大教員 1

H22     2     臨床2

4公衆衛生医師の育成
・公衆衛生学会を始め、業務に関係する会議、学会や

研修には、本人希望を尊重し、可能な限り参加させて

いる。

・公衆衛生の経験がない医師については、近隣の保健

福祉事務所長がサポートを行う。
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資料 5

保健師等の人材育成について



1.保健師等の現任教育に関する
現状等

保健師の研修等の根拠となる法律等
凝

議 猛 幾 鴫 繭 鍮 超  _ ______― ―
― ・   

― 一
一

― ‐  、 ヽ ‐  ヽ      ‐～

:○職員には、その勤務能率の発揮及び1曽進のために、研修を受ける機会が与えられなければなら
ない。

課lt争
=fti="竜

轟議嚢奎塞轟饗由法J    .    __ ______―
――

|○市町村は、当該市町村が行う地域保健対策が円滑に実施できるように、必要な施設の整備(△ |
1 材の確保及び資質の向上等に努めなければならない。                    |
|○都道府県は、当該都道府県が行う地域保健対策が円滑に実施できるように、必要な施設の整  |
1 備、人材の確保及び資質の向上、調査及び研究等に努めるとともに、市町村に対し、前項の責 |
1 務が十分に果たされるように、その求めに応じ、必要な技術的扶助を与えることに努めなけれ :
.ばならない。                                      |
:○国は、地域保健に関する情報の収集、整理及び活用並びに調査及び研究並びに地域保健対策に |
1 係る人材の養成及び資質のF03上に努めるとともに、市町村及び都道府県に対し、前2項の責務 |
| が十分に果たされるように必要な技術的及び財政的援助を与えることに努めなければならな  |
1 い。                                                  .
:○厚生労101大臣は、地上或保健対策の推進に関する基本的な指針を定めなければならない。    :
: 。地域保健対策の推進に関する基本l旨針では地 1或保健対策に係る人材の確保及び資質の向上並 :
|  びに人材確保支援計画の策定に関する基本的事項 を定める。               :
懸 菫 1准 糧 轟 1轟 銹 躍 鎧 饉 寵 義 劃

_____―
― ―

―― ― 一 ― ― ヽ 一 ―
ヽ

一
一 ― ―

 
一 ― ― ―

‐
― ― 一

― ― 一 ― ― ―
‐ …  … … ― 一

―  ― 一
    ―

:○国は、事業者が行なう安全又は衛生のための教育の効果的実施を図るため、指導員の養成及び |
: 資質の向上のための措置、教育指導方法の整備及び普及、教育資料の提供その他必要な施策の i
_充実L騒墨る。

:○保険者は、担当者の資質の向上のため、加入者の生活習慣の改善等に向けた取組の目的及び内 :
:…容盪理盤杢せ、_壺らに知識及び技術を習得させるため、定期的な研修を行う。        :



保健師等の現任教育に関するこれまでの検討状況

°
醐 農τ瞼 響    卿 :罪 元群 ア

・BI・教割 こ関する検討が行われ、新任

○平成21年度には、保健師の現任教育の実施状況を含む活動基盤に関する調査が実施された。

平成 15年度  新任時期における地域保健従事者の現任教育に関する検討会
座長:伊藤雅治(社団法人全国社会保険協会連合会理事長)

平成 18年度  市町村保健活動の再構築に関する検討会 (新任時期の人材育成プログラムガイドライン)
座長:曽根智史(国立保健医療科学院公衆衛生政策部 部長)

1・ ■ .一 ‐ .'‐ 1-‐ 三・』                           ・

1平成 14年度  地域保健従事者の資質の向上に関する検討会
座長 :4ヽ林秀資(国立保健医療科学院院長)

平成 16年度  新任時期の人材育成モデルプログラム作成事業検討会
座長:佐伯和子(金沢大学医学部保健学科教授)

平成 17年度  新任時期の人材育成プログラム評価検討会
座長:佐伯和子(北海道大学医学部保健学科教授)

平成 18年度  指導者育成プログラムの作成に関する検討会
座長:佐伯和子(北海道大学医学部保健学科教授)

平成21年度  保健所の有する機能、健康課題に対する役割に関する研究報告書
財団法人日本公衆衛生協会 分担事業者 :荒田吉彦(旭川市保健所長)

絣諸摯参守温織錯醜薦写雖晶幸肇一――‐
一∵~

i             委員長:曽根智史(国立保健医療科学院公衆衛生政策部 部長)

保健師が認識している現1犬の課題・問題

○現状の課題・問題として「職場内研修が困難」37.7%、「新人育成が困難」19.
3%、「研修機会の減少」19.2%の保健師が認識していた。

齢●TF織讐量I儀憶
=権
塁璽:     逗基璽墓

420

市町村合併による労働環境・雇用環境の悪化 ぃ●=毒
響■1■中 宰

以職1二 :t二ふ蕊、|

00       50       100       150      200
(%)

平成21年度 厚生労働省先駆的保健活動交流推進事業「保健師の活動基盤に関する基礎調査報告書」 (社 )日本看護協会
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地域保健関係職員に対する現任教育のシステムイじ

○県型保健所における市町村の地域保健関係職員に対する現任教育のうち、シ
ステム化された支援がなされている県型保健所は28.9%である。
○市型保健所における保健所内の保健師に対する現任教育のうち、システム化
された支援を実施している市型保健所は27.6%である。
○市町村 (保健所設置市を除く)の保健師に対する現任教育のうち、システム化さ
れた支援をしている市町村は4.2%である。

「県型保建所t油する
雪
|11鶴 憂 肇 ,」

を萬高薦 ギ]1芭雪諄』
薙 砲 置市を除0

Sttf装●TT讐 | 1保健師に対する現任教育

システム化した

支 |だ がなされている

システム化はしているが、

支 |メ はできていない

システム化はしていないが、
支1■はできている

システム化はしておら
'支lメもできていない

システム化しており、

現在教■を実肛 ている

システム化はしている力
`.

現任教育は実施していない

ジステム化されていないが、
現任教■1ま実施できている

システム化されておらず、
131任教■も実鷹てきていない

そのlt

システム化されており、
現任教71を実施している

システム化されているが、
現任教育ll実施していない

システムイしされていないが、
現任教育ll実施できている

システム化されておらず.
現任教育は実施できていない

その他その他

平成21年度地域保健総合推進事業「保健所の有する機能、健康課題に対する役割に関する研究」分担事業者 :荒田吉彦 (旭川市保健所長)

新人保健師教育ガイドライン策定状況
°
襟腿断婆暮秀外響席り暫詰遭菅暫奮誕子市、特

別区)のう162自治体下新人°
曇鸞!郡鱚   鵬絹叩許脇
100%

80%

60%

40%

20%

0%

46%(62)

1 01イ1,9)
|    ′ :■

■ |■

344摯 )
22%(5)

中核市(41) その他政令市(7) 特別区(23)

■■■::|

,741サ
■ ■ :|■ ・

.|

i:111｀

「
::■ |

IF11:1■ ■■il

政令都市 (18)

瑾翼 |

全自治体 (136) 都道府県 (47)

厚生労働省健康局総務課保健指導室調べ (平成21年 10月 5日時点)|



保健所の役割として期待するもの 師町村の回答)

:○市町村が保健所の役割として期待するものは「情報提供」89.5%、「関係団体

: や他市町本すとの調整」88.7%、「専門的な立場からの活動への支援・助言」8
1 6.0%であつた。

40%    60%    80%   100%

人材育成・研修

関係団体や

他市町村との調整

健康危機管理

調査・研究

情報提供

専門的な立場からの

活動への支援・助言

その他

※回答0である「特になし」は省略している

※調査対象は無作為抽出した600市町村 (保健所設置市を除く)

平成21年度地域保健総合推進事業「保健所の有する機能、健康課題に対する役割に関する研究」分担事業者:荒田吉彦(旭川市保健所長)′

保健師としての通算経験年数 6年未満の者の
活動領域別、行政分野における所属組織別にみた現任教育の状況

「受ける機会がなかつた」者の害J含

○保健師としての通算経験年数6年未満の者でも「新任研修」を受ける機会がなかつた者は2割。

○同じ行政分野でも、プリセプターによる指導を受ける機会に差があり、都道府県では3割、市町村では

4割がプリセプターによる指導を受ける機会がなかつた。

活動領1或別にみた現任教育の状況 |_保囲 の通算経験年数0隻沐郵祀凛載■三0人さ王拠年齢2■ 1歳
`sp干

5.1,

全体 t行政 産業 医療 福祉 教育

新任研修 19.5%阿 43.4% 51.4% 263% 4510/O

プリセプター (指導保健師)

による指導 到 33.9% 53.5% 62.〇% 44.1% 62.〇%

政分野における所属組織別にみた現任教育q 況

711政 都道府県 保健所
所
市

健

置
保
設

牛寺胃」[Σ【 市町村

新任研修 10.8% 17.8% 9,7% 6.5% 13.5% 11.7%

プリセプタ十 (指導保健師)
による指導

33.9% 31.5% 21.1% 15.9% 9.9% 41.6%

※「受ける立場にない」と回答した者を除き害1合を算出している

一
了

回答数 =363

平成21年度 厚生労働省先駆的保健活動交流推進事業「保健師の活動基盤に関する基礎調査報告書」 (社)日本看護協会 3



新人保健師育成の現状と課題
ll彙:=■‐ti:二 1‐ _    =_ _・
|〇 自治体保健師の新卒者の研修は、地域保健法に基づき、都道府県が中心となって行つて

い え5。

○保健師等の卒後の現任教育は、採用した現場の努力によりなされ、受けられる教育の質と
量に大きなばらつきがある。
○医療分野、産業分野に勤務する保健師は、日本産業衛生学会等が主催する研修を受けて
いるが、受講機会や内容は十分でない。
○医療分野、産業分野で勤務する保健師の約半数が「新任研修」を受ける機会がなかったと
答えている。(平成21年度先駆的保健活動交流推進事業 保健師の活動基盤に関する基
礎調査 )

○新卒者の研修は、都道府県が中心となって実施しているが、新任期の保健師人材育成ガ
イドラインを作成しているのは30都道府県である。(保健師人材育成ガイドライン等にかか
る調査 )

○新任時期における実践能力の低下および公衆衛生の視点の希薄化
○現場で育てるための環境が不備 (分散配置により指導者が不在、業務の細分化)
○新任期の研修における、システム化 (ガイドライン等の整備)の遅れ
○医療分野、産業分野に勤務する保健師の階層別研修の不備
○所属する分野や組織により新任研修の受講機会の差が顕著

保健師就業者数推移

○市町村における就業者数の増加続く
○診療所口事業所口病院における就業者数は、緩やかな増加傾向
I~~ ~   ~ ~~~~ ~ 
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―
一
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―
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―`訪 P。躇 護ステーション

■｀社会福祉施設

一一 介護者人福祉施設

居宅サービス事業等
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厚生労働省医政局看護課調べ



新卒保健師の就業場所の推移

!○過去2年間において、新卒保健師の就業者数が1,000～ 1,100人で推移
:○平成17年と平成21年との比較では、就業者数の増加は、保健所/市町村/
工場・事業所の増加によるところが大きい

平成21年 3月

平成20年 3月

平成19年3月

平成18年3月

平成17年3月

|

L__

― ― 一 一

一

‐
―

―

一

 |_____― ―
―

―
―

―

薗保健所

口市町本」

工場・事業所

に学校

病院

警介護老人保健施設

その他

1000       1200

※1 1内 、新卒保健師総数

厚生労働省医政局看護課調べ  ‖

新卒保健師就業場所の内訳
(平成21年3月 )

○新卒保健師の就業先は市町村の654人 (61.8%)が最も多く、次いで病院147
人(13.9%)、 保健所112人 (10.6%)であつた。

介護者人

保健施設

〔6.8%〕
学 校

b.8

工場 。事 業 所

〔5.5%〕

L____

厚生労働省医政局看護課調べ



平成 21年
7月 15日
法律改正

平成 22年
4月 1日施行

保健師、助産師、蓄護師及び准看護師の研修
::二
=I●
■.ニニ:」

=三
二二巌=急二士二 :嚢鼻二鳥

==』

○保健師、助産師、看護師及び准着護師は、免許を受けた後も、臨床研修等を受
| け、その資質の向上に努めなければならないことが明記された。

|■二轟墓黒嚢轟轟轟轟墨≧黒二塁二      最轟轟轟轟義轟轟轟轟墨豪
○病院等の開設者が、新人薔護職員研修の実施や、看護職員が研修を受ける機会
: の確保のため、必要な配慮を行うよう努めなければならないこと
○看護職員本人の責務として、免許取得後も研修を受けるなど、自ら進んで能力
の開発・向上に努めることが明記された。

中間まとめ要旨

○新人着護職員研修ガイドラインの策定及び普及のための具体的方策について検討 |

するために検討会を設置。                         :
○ガイドラインは、新入者護職員が基本的な実践能力を獲得するための研修とし '
て、医療機関の機能や規模にかかわらず研1多を実施することできる体制の整備を |

目指して作成された。
○保健師または助産師については別途ガイドラインを策定することが必要である。 |

新人看護

職員研修
ガイドライン

萎驀菱饂議轟:轟 助産師ワーキンググループ

○趣旨 :新人保健師としての基本的な実践能力の獲得に向けた新人保健師研修ガイドラインを
作成することを目的とし、本ワ早キンググループを設置し検討を行う。

2日 保健師等の人材育成について

(平成21年 12月 25日 )



人材育成の中lbとなる保健所 (教育保健所)①

O小規模の地方公共団体や企業等は保健師等の
配置数が少なく、新入研修を含む現任教育を行う
体制整備が難しい場合がある。

○地域保健の中心機関である保健所は、住民(労働

者を含む)の健康増進や疾病予防を担う様々な領
域の保健師等の人材育成を担う場として機能する
ことが期待される。

○保健所は、研修に必要な地域の保健課題を分析

するためのデータや健康教育・健康診査等に関す

る機材があり、また実際に住民の往来もあるた
め、研修における演習、実習の場として活用でき
る。

人材育成の中′いとなる保健所 (教育保健所)②
忙 1轟文

多様な場・所属機関で活動している保健師等の研修

の機会を確保するとともに、保健師等の専門性の向上

を図ることで保健活動の質を担保し、地域保健対策の

円滑な実施及び総合的な推進に資する。

Ll■Litこ1蒻産鷹

○所属機関による教育の差が解消され、保健師 (地域保

健従事者)としての質が担保される。

○地域・職域の保健師等が交流するきつかけとなり、ネッ

トワTクづくりが推進される。(地域・職域連携、特定健
診・特定保健指導における連携 )

○地域保健対策の実施及び総合的な推進に寄与し、住

民・労働者への安心・安全に資する。



人材育成の中心となる保健所 (教育保健所)③

○人材育成の中心となる保健 |

修責任者を配置し、保健所 |

甲装書造酋薯2    1
0教育担当者や研修責任者 |」
の教育機関と連携を十分に

84墨謬覇禅魯現を評人夢
°
隊懃∬拳暴翡繕課覇婁撃   髪

嵯覇 恋議頑甜毅畢謂   紺
°麗屈雙晰鶉給猾現賛ぶ原釉 、ぞれの機関

研修における連携例
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※OJT(On the Job training}:職 場の上司や先輩が部下や後輩に対し具体的な仕事を通して仕事に必要な知識・技術・技能 態ヽ度などを意図的・三十画的・継続的に指導し、修
得させることによって全体的な業務処理能力や力量を育成するすべての活動
※off― JT(o暫 the」。b Training):職場を離れてのヨ1練等



研修体制における役割

① 教育担当者
保健師等関連部P](場合によつては保健所や都道府県)の新人保健師等の教育
方針に基づき、各機関 (施設)及び部門で実施される研修の企画、運営を中心と
なつて行う者であり、実地指導者への助言及び指導、また新人保健師等へ指導、

評価を行う者。

② 研修責任者
地方/AN共団体及び企業、病院の看護部門等の教育方針に基づき、教育担当者、

実地指導者及び新人保健師等の研修プログラムの策定、企画及び運営に対する指

導及び助言を行う者。そして、研1多の企画・運営・実施・評価の金ての過程にお

いての責任者。

③ プログラム企画・運営組織 (委員会等)
研修プログラムの策定、企画及び運営を行うための委員会などの組織であり、

研修責任者の元に設置する。ここでは、機関 (施設)間や職種間 (事務職、栄養
主等)の連携 。調整を行い、最適な研修方法や研修内容について具体的に検討を
行う。




